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                             資料４  

総合計画・復興計画の進行管理等について 

                                                   復興・総合計画課 

 

１ 基本的な考え方 

  福島県総合計画「ふくしま新生プラン」（以下、「総合計画」という。）の進

行管理は、取組の成果や直面する問題点などを整理し、次年度以降の取組につ

なげていくことにより、総合計画の着実な推進を図るために行う。 

 

  また、復興計画の 12 の重点プロジェクトを総合計画の重点プロジェクトと

して整理していることから、総合計画・復興計画、両計画の進行管理を一体的

に行う。 

  

 さらに、両計画の進行管理に応じて、福島特措法に係る制度提案等に関する

事項との総合調整を図る。 

 

２ 進行管理の対象 

  総合計画の次の内容を進行管理の対象とする。 

 

○ 第１章〔ふくしまの特性と時代潮流〕に記載された、本県の人口・経済の推移。 

 

○ 第 3 章〔政策分野別の主要施策〕に記載された、施策と指標の進捗状況。  

 

○ 第 4 章〔地域別の主要施策〕に記載された、施策の進捗状況。  

 

○ 第 5 章〔計画の推進のために〕に記載された、復興計画 12 のプロジェクトと人口減

少・高齢化対策プロジェクトの進捗状況。  

 

 

 

 

３ 進行管理の内容 

 

● 第 1 章〔ふくしまの特性と時代潮流〕の進行管理 

  県人口・経済の現状分析を行う。 
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● 第 3 章〔政策分野別の主要施策〕の進行管理 

  施策評価調書を作成する。 

 

【施策評価調書の内容】 

・ 政策分野毎に、施策評価調書を作成する。 

・ 施策評価調書には、 

①  代表的な取組の進捗状況 

② 現段階の問題点・改善が必要な項目 

③ 総合計画進行管理部会からの意見 

④ 代表的な指標の進捗状況 

の４点を整理する。 

 

 

 

● 第 4 章〔地域別の主要施策〕の進行管理 

  施策評価調書を作成する。 

 

【施策評価調書の内容】 

・ 地域毎に、施策評価調書を作成する。 

・ 施策評価調書には、 

①  代表的な取組の進捗状況 

②  現段階の問題点・改善が必要な項目 

の 2 点を整理する。また 

  ◎ 地域懇談会における主な意見 

を記載する。 
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● 第 5 章〔重点プロジェクト〕の進行管理 

  以下の内容を取りまとめる。 

 

【復興計画の 12 の重点プロジェクト】 

・ 重点プロジェクトごとに、主要事業進捗状況一覧表及び進捗状況調書等を作

成。 

 

・ 主要事業進捗状況一覧表には、各事業の事業概要のほか、「前年度実施結果」

「本年度実施計画」「進捗状況」「課題と対応方向」等を記載する。 

 

・ 進捗状況調書には主要事業進捗状況一覧表の内容を「プロジェクトの内容」

ごとに統合して「（１）主な取組と結果」「（２）課題等と取組の方向性」を整

理する。また、審議会、地域懇談会等を踏まえ「（３）委員等からの意見」「（４）

意見を踏まえた今後の対応」を整理する。 

 

・ なお、「（１）主な取組と結果」の内容に、写真や図などを交え、この間の復

興に向けた取組内容を県民にわかりやすく伝えるための公表用資料を別に作

成する。 

 
※ 復興計画の 12 の重点プロジェクトを総合計画にも位置付け、両計画を一
体的に推進することから、復興計画の進行管理は、総合計画の進行管理の一
環として組み入れる。 

 

 

 

【人口減少・高齢化対策プロジェクト】 

・ 関連する事業の進捗状況を、復興計画の 12 のプロジェクトに準じて整理す

る。 
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４ 進行管理結果の公表 

  報告書として分かりやすい形で取りまとめるとともに、ホームページに掲載

するなど、広く周知を図るものとする。 

  公表資料は、一般県民にとって分かりやすい内容とする。 

 

５ 進行管理スケジュール 

 

 各部局等  復興・総合計画課 振興局  審議会等  

4～6 月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・第１回総合計画審議会 

（5/29：部会設置） 

 

 

 

7～9 月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・進行管理部会 

（３回程度開催予定） 

～第１、３、５章を中心に  

・地域懇談会 

（審議会委員参加） 

 ～第４章を中心に 

・第２回総合計画審議会 

（９月頃開催予定） 

・意見具申 

10 月 

～1 月 

 

 

 

 

・進行管理結果公表 

 

2 月 

～3 月 

 

 

 

 

・第３回総合計画審議会 

（２月頃開催予定） 

26 年度  

 

 

 

 

 

庁内での資料作成 

 

・第 1 章人口・経済現状分析 

 
 

・第 3 章評価調書の調整 

 
 

・第 4 章評価調書の調整 

 
 

・第 5 章重点プロジェクト 

進捗状況調書の調整 

・進行管理結果の取りまとめ  

・第三者評価  

・ 次年度重点事業の構築 

・ ２６年度予算 

・進行管理結果の報告 
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○ 第 3 章〔政策分野別の主要施策〕 施策評価調書様式（イメージ） 

●政策分野の名称  人と地域（１）子ども・子育て 

①安心して出産できる環境づくりを進めます。 

②日本一安心して子育てできる環境づくりを進めます。 

③結婚を支援していく仕組みづくりを進めます。 

●代表的な取組の進捗状況 

①に関する代表的な取組事例 

 

 

 

 

②に関する代表的な取組事例 

 

 

 

 

 

③に関する代表的な取組事例 

 

 

 

 

●現段階の問題点・改善等が必要な項目 

 

 

 

●総合計画進行管理部会からの意見と対応 

（意見） 

 

 

（対応） 

 

 

 

図表・写真等  

図表・写真等  

図表・写真等  
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●指標の進捗状況 

 

・指標１ 

 

 

 

 

 

現況値 

 

年度別目標値 

 

評価 

 

 

評価の理由 

 

 

 

 

 

・指標２ 

 

 

 

 

 

現況値  

 

年度別目標値  

 

評価  

 

 

評価の理由  

 

 

 

 

 

・指標３ 

 

 

 

 

 

現況値 

 

年度別目標値 

 

評価 

 

 

評価の理由 

 

 

 

 

 

  

グラフ  

グラフ  

グラフ  

代表的な指標を中心に整理するものとする。全 172 指標の

進捗状況は、別添資料として整理する。  
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○ 第 4 章〔地域別の主要施策〕 施策評価調書様式（イメージ） 

●地域の名称      県北地域 

①誰もが安心して生き生きと暮らせる生活圏の形成 

②地域を支える人づくり、多彩な交流の促進による地域の活性化 

③地域産業の再生と新たな社会を拓く活力ある産業の創出 

④災害に強く、安全で安心な生活を支える基盤の整備 

●主要施策の進捗状況 

・施策① 

  

 

 

・施策② 

  

 

 

・施策③ 

  

 

 

 

・施策④ 

●現段階の問題点・改善が必要な項目 

 

◎（参考）地域懇談会における主な意見 

 

 

図表・写真等  

図表・写真等  

図表・写真等  

図表・写真等  
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○ 第５章〔復興計画重点プロジェクト〕様式（イメージ） 

● 重点プロジェクトに係る主要事業進捗状況一覧表のイメージ  

 

 

１
　
環
境
回
復
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

重
点

番
号

主
要

事
業
名

予
算
上
の
事
業
名

事
業

主
体
Ｈ
23
決
算

見
込
み
額
H
24
予
算

額
事
業
概
要

前
年
度
実
施
結
果

本
年
度
実
施
計
画

進
捗
状
況
（
H
2
4
.7
.3
1
現
在
）

課
題
と
対
応
方
向

担
当

部
局

1
-
1
応
⑧
4

モ
ニ
タ
リ

ン
グ
ポ
ス

ト
緊
急
整

備
事
業

-
国
5
,7
6
0
,0
0
0

－

　
発
電
所
周
辺
及
び

県
内
全
域
に
可
搬
型

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
ポ
ス
ト

を
、
学
校
等
に
小
型
の

リ
ア
ル
タ
イ
ム
線
量
計

を
設
置
し
、
空
間
線
量

を
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
上
に

わ
か
り
や
す
く
公
開
す

る
。
（
ふ
く
し
ま
の
子
ど

も
を
守
る
緊
急
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
事
業
）

・
リ
ア
ル
タ
イ
ム
線
量
計
2
,7
0
0
台
（
平

成
2
4
年
2
月
2
1
日
運
用
開
始
）

→
楢
葉
、
大
熊
、
富
岡
、
双
葉
を
除
く

5
5
市
町
村
の
ほ
ぼ
全
て
の
学
校
な

ど
、
子
ど
も
が
使
用
す
る
施
設
を
中
心

に
2
,7
0
0
台
設
置
。

・
可
搬
型
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
ポ
ス
ト
5
2
5
台

設
置
完
了

→
基
本
的
に
５
㎞
メ
ッ
シ
ュ
毎
に
１
台

以
上
、
合
計
5
2
5
台
設
置

・
リ
ア
ル
タ
イ
ム
線
量
計
2
,7
0
0
台
及
び

可
搬
型
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
ポ
ス
ト
5
7
0
台

（
応
急
的
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
ポ
ス
ト
整
備

事
業
の
2
0
台
、
県
設
置
モ
ニ
タ
リ
ン
グ

ポ
ス
ト
2
5
台
を
含
む
）

・
平
成
2
4
年
4
月
2
日
よ
り
本
格
運
用

開
始

計
画
通
り
整
備
し
、
平
成
2
4
年
4
月
2

日
に
本
格
運
用
開
始
し
た
。

・
測
定
結
果
を
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
上
で
閲

覧
可
能
。

【
福
島
県
】

h
tt
p:
/
/
fu
ku
sh
im
a-

ra
di
o
ac
ti
vi
ty
.jp
/

【
文
部
科
学
省
】

h
tt
p:
/
/
ra
di
o
ac
ti
vi
ty
.m
e
xt
.g
o
.jp
/
m
a

p/
ja
/

【
課
題
】

整
備
し
た
可
搬
型
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
ポ
ス

ト
を
活
用
し
、
県
内
の
環
境
放
射
線
の

状
況
を
把
握
す
る
必
要
が
あ
る
。

【
対
応
方
向
】

引
き
続
き
県
内
の
環
境
放
射
線
の
状

況
を
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
上
で
分
か
り
や

す
く
公
開
す
る
。

生 活 環 境 部

1
-
1
応
⑧
5

応
急
的

モ
ニ
タ
リ

ン
グ
ポ
ス

ト
整
備
事

業

-
国

18
1,
44
6

－

　
長
期
化
す
る
事
故
の

状
況
に
対
応
し
、
恒
常

的
に
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
が

で
き
る
よ
う
県
内
各
地

域
の
主
要
都
市
や
発

電
所
周
辺
に
可
搬
型

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
ポ
ス
ト
を

設
置
し
、
空
間
線
量
を

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
上
に

わ
か
り
や
す
く
公
開
す

る
。
（
国
当
初
予
算
）

・
可
搬
型
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
ポ
ス
ト
2
0
台

（
平
成
2
3
年
9
月
9
日
運
用
開
始
）

・
リ
ア
ル
タ
イ
ム
線
量
計
2
,7
0
0
台
及
び

可
搬
型
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
ポ
ス
ト
5
7
0
台

（
応
急
的
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
ポ
ス
ト
整
備

事
業
の
2
0
台
、
県
設
置
モ
ニ
タ
リ
ン
グ

ポ
ス
ト
2
5
台
を
含
む
）

・
平
成
2
4
年
4
月
2
日
よ
り
本
格
運
用

開
始

計
画
通
り
整
備
し
、
平
成
2
4
年
4
月
2

日
に
本
格
運
用
開
始
し
た
。

・
測
定
結
果
を
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
上
で
閲

覧
可
能
。

【
福
島
県
】

h
tt
p:
/
/
fu
ku
sh
im
a-

ra
di
o
ac
ti
vi
ty
.jp
/

【
文
部
科
学
省
】

h
tt
p:
/
/
ra
di
o
ac
ti
vi
ty
.m
e
xt
.g
o
.jp
/
m
a

p/
ja
/

【
課
題
】

整
備
し
た
可
搬
型
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
ポ
ス

ト
を
活
用
し
、
県
内
の
環
境
放
射
線
の

状
況
を
把
握
す
る
必
要
が
あ
る
。

【
対
応
方
向
】

引
き
続
き
県
内
の
環
境
放
射
線
の
状

況
を
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
上
で
分
か
り
や

す
く
公
開
す
る
。

生 活 環 境 部

1
-
1
応
⑧
1
7

線
量
低

減
化
活

動
支
援

事
業

（
市
町
村

除
染
対

策
支
援

事
業
）

線
量
低

減
化
活

動
支
援

事
業

民 間 団 体

1,
59
3,
14
5
1,
99
1,
09
6

　
県
内
の
町
内
会
等

が
通
学
路
、
公
園
等

の
放
射
線
量
を
調
査

し
、
放
射
線
量
低
減
の

活
動
を
す
る
場
合
に
、

そ
の
作
業
に
必
要
な

経
費
等
に
つ
い
て
市

町
村
経
由
で
支
援
を

行
う
。

3
,0
9
1
団
体
(4
4
市
町
村
)が
本
事
業
を

利
用
し
、
除
染
活
動
を
実
施
し
た
。

町
内
会
等
の
自
主
的
な
除
染
活
動
に

よ
り
、
3
,5
0
0
団
体
（
新
規
1
,6
0
0
、
継
続

1
,9
0
0
）
か
ら
の
申
請
を
見
込
む
。

H
2
4
.8
.9
末
現
在

交
付
決
定
：
1
,7
4
9
団
体
（
2
0
市
町
村
）

6
4
4
,7
1
4
千
円

【
課
題
】

今
年
度
は
3
,5
0
0
団
体
程
度
の
申
請
を

見
込
ん
で
い
る
が
、

①
町
内
会
等
の
利
用
者
か
ら
、
交
付

対
象
経
費
の
拡
大
や
交
付
単
価
の
引

き
上
げ
な
ど
が
求
め
ら
れ
た
。

②
数
百
団
体
か
ら
の
申
請
が
見
込
ま

れ
る
市
町
村
の
担
当
者
か
ら
事
務
負

担
の
軽
減
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。

【
対
応
方
向
】

①
宅
地
除
染
の
限
定
要
件
を
緩
和
す

る
と
と
も
に
、
高
所
作
業
車
借
上
経
費

や
継
続
実
施
を
対
象
経
費
と
し
て
お

り
、
引
き
続
き
利
用
者
の
立
場
に
立
っ

て
制
度
を
運
用
す
る
よ
う
努
め
る
。

②
事
務
負
担
の
軽
減
に
向
け
、
事
務

取
扱
等
の
対
応
方
法
を
改
善
し
て
い

く
。

生 活 環 境 部

重
点
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
係
る
主
要
事
業
進
捗
状
況
一
覧
表

事
業
番
号

 【
様
式
イ
メ
ー
ジ
】

 

 
・
重
点
事
業
等
の
概
要
及
び
進
捗
状
況
、
課
題
と

 

対
応
方
向
等
を
整
理
。
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● 重点プロジェクトの進捗状況調書のイメージ 

 

 

 

 

 

● 「（１）主な取組と結果」の公表用資料のイメージ 

 

 

 

平成 24年度 重点プロジェクトの進捗状況調書        ＜ １ 環境回復プロジェクト ＞ 
 

 

①除染の推進 

（全県におけるモニタリングの充実・強化） 

（２）-1課題等 （２）-2取組の方向性 （３）委員等からの意見 （４）意見を踏まえた県の今後の対応 

●原子力発電所の事故に伴い、放射性

物質が多量に放出され、県内に広く

拡散したことから、県民の安全を確

保するため、全県における環境モニ

タリングを継続的に行うことが求

められている。 

 

●農業においては、土地の種類・成分

等により、放射性物質の作物への吸

収が異なるため、詳細調査が必要で

ある。 

○国や市町村と連携して、県内の空間

線量率の状況や河川、海、土壌など、

環境中における放射性物質の存在

状況・移行状況を把握するための取

組を継続して進める。 

 

 

○農作物への放射性物質の吸収を抑

制するため、土壌等の継続調査や作

物ごとの吸収要因の解析、対策の周

知等を進めていく。 

◆農地の汚染状況調査が必要である。 ◇県は国と協力して、本県農用地の土

壌調査を実施し、農用地土壌の放射

性物質濃度分布図（土壌マップ）を

作成して公表している。今後は、放

射性物質の経年変化を調べるため、

代表的な 100 地点について継続調

査を実施し、土壌マップのデータを

更新していく予定。今後とも国や大

学等の研究機関と連携し、試験研究

を実施するとともに、民間等の取組

についても、情報の把握に努める。 

（除染の実施） 

（２）-1課題等 （２）-2取組の方向性 （３）委員等からの意見 （４）意見を踏まえた県の今後の対応 

●除染を実施するにあたって人材の

育成が求められている。 

 

●除染の促進のため、効果的・効率的

な除染技術の普及が求められてい

る。 

●前例がない上、除染対象が多いこと

から、発注業務等が市町村の負担に

なっている。 

○除染業務に関する講習会などを開

催し、除染の知識を持つ人材の育成

に取り組む。 

○効果的・効率的な除染技術の普及を

進めるため、優良な除染技術を公募

し、実証・評価を行う。 

○発注業務に役立つ資料の提供や研

修会の開催など、市町村の発注業務

の支援に取り組む。 

◆除染を実施していくにあたっての

地域との丁寧な合意形成が必要で

ある。 

 

 

 

◆除染に関する広域自治体として、県

の役割を果たしてもらいたい。 

 

 

 

◇除染実施状況の公表のほか、地域対

話フォーラムの開催や住民説明会

等への専門家等の派遣、除染情報プ

ラザによる情報発信などを実施し、

住民理解の促進や地域合意の形成

に、引き続き取り組んでいく。 

◇地域の実情に合わせた除染が進め

られるよう、市町村や国と一体とな

って取り組んでいくとともに、市町

村間に共通する課題の解決のため

の施策を進める。 

 
 
(1) 進捗状況調書のうち、「(1)復興計画(第 1次)の進捗状況」については、「復興計画(第 1次)の進捗状況(平成 24年 6月現在)」及び「同追加版(平成 24年 9月現在)」として別途公表済み。 
(2)-1及び(2)-2に記載の内容は、第 2回評価・検討委員会（平成 24年 9月 21日開催）における資料 3-1「課題等と取組の方向性」として公表済みの内容を「課題等」と「取組の方向性」に分割して再掲。 
(3) に、(1)及び(2)を踏まえて寄せられた復興計画評価・検討委員会における意見及び市町村等意見から主なものを記載。 
(4) に、(3)の意見等を踏まえた県の今後の対応について記載。 

（１）主な取組と結果（記載省略。なお、下記の

公表用資料を別途作成） 

（２）課題等と取組の方向性 

（３）総合計画審議会等からの意見 

（４）意見等を踏まえた県の今後の対応 

を取りまとめる。 


